
運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

運 営 費 資 産 見 返 建 設 仮 勘 定
交 付 金 運 営 費 見 返 運 営 費 資 本 剰 余 金 小 計
収 益 交 付 金 交 付 金

平 成 ２ ３ 年 度 48,653,940 13,454,452 35,781,608 △ 582,120 0 48,653,940 0

平 成 ２ ４ 年 度 73,764,839 3,138,930 70,625,909 0 0 73,764,839 0

平 成 ２ ５ 年 度 104,603,904 74,483,848 30,120,056 0 0 104,603,904 0

平 成 ２ ６ 年 度 123,025,673 63,571,631 60,447,642 △ 993,600 0 123,025,673 0

平 成 ２ ７ 年 度 0 957,622,841 38,617,679 0 8,418,480 1,004,659,000 0

合 計 350,048,356 1,112,271,702 235,592,894 △ 1,575,720 8,418,480 1,354,707,356 0

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２３年度交付分 （単位：円）

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

建設仮勘定見返運営費
交付金

資本剰余金

計

②平成２４年度交付分 （単位：円）

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

建設仮勘定見返運営費
交付金

資本剰余金

計

当 期 振 替 額

期 末 残 高

0

0

0

0

1,004,659,000

1,004,659,000

区 分 金　　　額

交 付 年 度 期 首 残 高
 交　付　金　当　期

交　付　額

期間進行基準に
よる振替額

0

　－（期間進行基準を採用した業務は無い）
0

0

0

内 訳

業務達成基準に
よる振替額

0

　－（業務達成基準を採用した業務は無い）
0

0

0

会計基準第81第4項による振替額 0
○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第4項の規定に基づき、運営費交付金債務残高の全額
を収益化。

合 計 48,653,940

費用進行基準に
よる振替額

13,454,452 ①全ての業務において費用進行基準を採用している。
②当該業務にかかる損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：13,454,452円
（研修事業費：9,630,968円、雑損：3,823,484円）

イ）固定資産の取得額：35,781,608円
（研修事業用資産：35,781,608円）

ウ）建設仮勘定見返運営費交付金：△582,120円
（研修事業用資産等への振替（相殺）額：△582,120円）

③運営費交付金の振替額の積算根拠
　 運営費交付金収益：損益計算書に計上した費用の額：13,454,452円
　 資産見返運営費交付金：固定資産の取得額：35,781,608円
　 建設仮勘定見返運営費交付金：研修事業用資産等への振替（相殺）額：△582,120円

35,781,608

△ 582,120

0

48,653,940

期間進行基準に
よる振替額

0

　－（期間進行基準を採用した業務は無い）
0

0

0

区 分 金　　　額 内 訳

業務達成基準に
よる振替額

0

　－（業務達成基準を採用した業務は無い）
0

0

0

会計基準第81第4項による振替額 0
○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第4項の規定に基づき、運営費交付金債務残高の全額
を収益化。

合 計 73,764,839

費用進行基準に
よる振替額

3,138,930

①全ての業務において費用進行基準を採用している。
②当該業務にかかる損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：3,138,930円
（研修事業費：3,138,930円）

イ）固定資産の取得額：70,625,909円
（研修支援管理用資産：22,448,518円、研修事業用資産：48,177,391円）

③運営費交付金の振替額の積算根拠
 運営費交付金収益：損益計算書に計上した費用額：3,138,930円
 資産見返運営費交付金：固定資産の取得額：70,625,909円

70,625,909

0

0

73,764,839



③平成２５年度交付分 （単位：円）

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

建設仮勘定見返運営費
交付金

資本剰余金

計

③平成２６年度交付分 （単位：円）

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

④平成２７年度交付分 （単位：円）

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

期間進行基準に
よる振替額

0

　－（期間進行基準を採用した業務は無い）
0

0

0

区 分 金　　　額 内 訳

業務達成基準に
よる振替額

0

　－（業務達成基準を採用した業務は無い）
0

0

0

会計基準第81第4項による振替額 0
○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第4項の規定に基づき、運営費交付金債務残高の全額
を収益化。

合 計 104,603,904

費用進行基準に
よる振替額

74,483,848

①全ての業務において費用進行基準を採用している。
②当該業務にかかる損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：74,483,848円
（研修事業費：73,030,709円、雑損：1,453,139円）

イ）固定資産の取得額：30,120,056円
（研修事業用資産：30,120,056円）

③運営費交付金の振替額の積算根拠
 運営費交付金収益：損益計算書に計上した費用額：74,483,848円
 資産見返運営費交付金：固定資産の取得額：30,120,056円

30,120,056

0

0

104,603,904

期間進行基準に
よる振替額

0

　－（期間進行基準を採用した業務は無い）
0

0

0

区 分 金　　　額 内 訳

業務達成基準に
よる振替額

0

　－（業務達成基準を採用した業務は無い）
0

0

0

計 115,442,713

会計基準第81第4項による振替額 7,582,960
○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81第4項の規定に基づき、運営費交付金債務残高の全額
を収益化。

合 計 123,025,673

費用進行基準に
よる振替額

運営費交付金収益 55,988,671 ①全ての業務において費用進行基準を採用している。
②当該業務にかかる損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：55,988,671円
（研修支援管理費：3,276円、研修事業費：53,084,667円、雑損：2,900,728円）

イ）固定資産の取得額：60,447,642円
（研修支援管理費：706,377円、研修事業用資産：59,741,265円）

ウ）建設仮勘定見返運営費交付金：△993,600円
（研修事業用資産等への振替（相殺）額：△993,600円）

③運営費交付金の振替額の積算根拠
運営費交付金収益：損益計算書に計上した費用額：55,988,671円

　資産見返運営費交付金：固定資産の取得額：60,447,642円
　建設仮勘定見返運営費交付金：研修事業用資産等への振替（相殺）額：△993,600円

資産見返運営費交付金 60,447,642

建設仮勘定見返運営費
交付金

△ 993,600

資本剰余金 0

期間進行基準に
よる振替額

0

　－（期間進行基準を採用した業務は無い）
0

0

0

区 分 金　　　額 内 訳

業務達成基準に
よる振替額

0

　－（業務達成基準を採用した業務は無い）
0

0

0

計 952,057,456

会計基準第81条第4項による振替額 52,601,544
○中期目標期間の最終年度であることから、独法会計基準第81条第4項の規定に基づき、運営費交付金債務残高の全
額を収益化。

合 計 1,004,659,000

費用進行基準に
よる振替額

運営費交付金収益 905,021,297
①全ての業務において、費用進行基準を採用している。
②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額及びリース料：1,067,445,753円
（役職員人件費：390,027,923円、研修支援管理費：167,700,744円、
研修事業費：504,928,494円、雑損：1,882,073円、リース料:2,906,519円）

イ）自己収入に係る収益等計上額：161,195,773円
（宿泊料収入：148,159,840円、建物貸付料収入：5,640,950円、雑収入：7,394,983円）

ウ）固定資産の取得額：34,736,159円
（研修支援管理用資産：16,604,317円、研修事業用資産：18,131,842円）

③運営費交付金の振替額の積算根拠
運営費交付金収益：905,021,297円 （費用：1,067,445,753円－自己収入：161,195,773円－敷金に対する原状回復
見込額のうち当期費用振替額：1,228,683円）
資産見返運営費交付金：38,617,679円（固定資産の取得額：34,736,159円＋敷金に対する原状回復見込額：
3,881,520円）
資本剰余金：8,418,480円（敷金）

資産見返運営費交付金 38,617,679

建設仮勘定見返運営費
交付金

0

資本剰余金 8,418,480



（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

交付年度

業務達成基準を採用し
た業務に係る分

期間進行基準を採用し
た業務に係る分

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

計

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：円）

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

0 151,177,923 90,742,077

0 151,177,923 90,742,077

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成２３～２７
年度

0 　－（業務達成基準を採用した業務は無い）

0 　－（期間進行基準を採用した業務は無い）

0 （中期目標期間の最終年度であることから、運営費交付金債務残高は無い。）

0

施設整備費補助金 241,920,000

計 241,920,000

　施設費の明細

区 分 当期交付額
左  の  会  計  処  理  内  訳

摘　　　要




